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（要旨）
本稿は外国でビジネスを行う日本企業が現在も感染拡大が続く新型コロナウイルスのために

どのような問題に直面し，それにどう対処しようとしているのかについて，タイに進出した日
系企業に焦点を当て，2011年のタイ大洪水の経験と比較することで明らかにすることを試みる。
特に2011年のタイ大洪水については，2012年に現地で聞き取りを行った日本の二輪車メーカー
の現地法人の洪水前から洪水時そして洪水直後の経験と，他の企業・産業の洪水時・洪水後の
経験を合わせて見ることで，カントリーリスクに（日系）企業がいかに対処すべきかを包括的
に検討する。タイ大洪水，新型コロナウイルスどちらの問題についてもそれらに直面した企業
の多くに言えるのが，（複数国にわたる）生産ネットワークに組み込まれた製造業企業を中心に，
基本的には事業継続を前提に対処しているという事である（ただしそのために前もって十分に
リスクに備えていたかは多くの企業について不明である）。直接投資ホスト国の政府，そして
直接投資ソース国である日本の政府の両方に言えることは，日系企業のこのような姿勢を支援
するための体制をとるべきことであり，特に新型コロナウイルスの影響下にある現在において
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1．はじめに

2020年から深刻化した新型コロナウイルス
（Covid-19）の世界的な感染拡大は，多くの
日本企業にとって日本国内だけでなく，海外
での企業活動においても大きな障害となって
いる。その影響は各国における需要低迷やサ
プライチェーン維持の困難さといった海外現
地法人が直面する問題にとどまらず，日本と
各国の間の人の往来の途絶が企業活動に与え
る悪影響など，多岐に及んでいる。

しかし新型コロナウイルスは日本企業の海
外現地法人が初めて直面する大きな問題では
ない。過去にも進出国での政治的混乱，自然
災害など様々な問題が発生し，そのたびに日
本企業の本社および海外現地法人の両方が対
応を迫られた。本稿では日本の二輪車メー
カーの一つであるA社のタイ現地法人での，
主に2011年のタイ大洪水時の対応についての
2012年に実施した聞き取りなどを元に，（日
本）企業の海外現地法人が現地で多方面にわ
たる大きな困難に直面した際にどのように対
応すべきかを考察する。タイ大洪水や新型コ
ロナウイルスに対する日系企業，特に製造業
企業の対応から，同じ国・場所での事業継続
を前提に多くの企業が様々な対策をとってき
た，あるいはとっていることが明らかになり，
関係国政府の対応もそれに応えるための内容
であるべきであるというのが本稿の主な結果
である。特に新型コロナウイルスの影響下に
ある現在においては感染拡大防止に十分留意

しながらも，日本（直接投資ソース国）と日
本企業による直接投資を受け入れた国（直接
投資ホスト国）間の人の往来をなるべく妨げ
ないための施策をとるべきである。

本稿の構成は以下の通りである。第2節で
はA社現地法人での聞き取りについて，同法
人のあらましや，主な製品やそれらの生産体
制など，大洪水以外に関する聞き取り内容を
紹介する。第3節ではカントリーリスクの分
類と，その発現例である2011年に起こったタ
イ大洪水について概観を行う。第4節ではタ
イ大洪水に対するA社現地法人の対応と，タ
イに進出していた他の産業・企業の対応を論
ずる。第5節ではタイ進出日系企業の新型コ
ロナウイルスへの対応を，本稿での第4節ま
での議論と現在の動向を対比させて議論する。
第6節で主な結論と残された課題を述べる。

2．A社タイ現地法人での聞き取り：概要と
主な製品など

本節ではA社タイ現地法人での聞き取りに
ついて，聞き取りの概要や主な製品の特徴な
ど，同法人の2011年タイ大洪水前後の経験以
外の点について説明する。

2012年5月4日にA社現地法人を訪問し，
聞き取りを行った。A社現地法人の敷地の前
半分が工場（東西200メートル，南北800メー
トル），後ろ半分がテストコースとなってい
た。A社は工場のほかに1997年にR&D別会
社を設立し，聞き取り時は別会社に6名の駐

は，感染拡大に十分注意しつつも日本と直接投資ホスト国間の人の往来をなるべく妨げないた
めの施策をとるべきである。

【キーワード】
タイ，カントリーリスク，新型コロナウイルス，タイ大洪水，海外現地法人
JEL Codes: F23， M16
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在員がいた。事務所での聞き取り後に製造現
場などの工場見学をしながら続きの聞き取り
を行った。

以下はA社現地法人の製品についての聞き
取り内容である。二輪車についてはタイの消
費者の好みを反映してか，派手な色の製品が
多いとのことであった（国内向けと輸出品で
違いがあるかは明らかではなかった）。製品
のデザインについては，かつてはA社本社が
介在していたが，2010年4月以降は現地法人
主導で製品のデザインを行っているとのこと
であった。上記の製品の特徴やR&D別会社
の設立からも，進出先国の消費者の嗜好を製
品開発に反映させる姿勢がうかがわれる。そ
してA社現地法人は二輪車以外に船外機を生
産・輸出していた（生産はOEM（Original 
Equipment Manufacturing委託者のブラン
ドで製品を生産すること）を含む）。部品の
現地調達率はかつて40%ほどであったが，聞
き取り時には90%に上るとのことであった1）。
船外機は大きく分けて2サイクルと4サイク
ルがあり，前者はインドなど途上国向け，後
者はレジャー向けとのことであった2）。後述
の通り観光業はタイの重要な産業の一つであ
り，ビーチリゾートでのマリンレジャー向け
需要に対応した生産と思われる。製品輸出は
レムチャバン港から行っていた3）。

次節では海外でビジネスを行う（日本）企

業（やその現地法人）が直面するリスクであ
る「カントリーリスク」の分類と， カントリー
リスク発現の具体例として，2011年に起こっ
たタイ大洪水を概観する4）。

3．カントリーリスクおよびタイ大洪水

本節では最初にカントリーリスクとは何か
を整理し，自然災害によるリスクの発現の
具体例である2011年のタイ大洪水を概観す
る。注意すべきことは，カントリーリスクを
考える時に個々の事象の分類は可能であるが，
個々のリスクが生じさせる問題が単体で発生
するよりは複数の問題が連鎖的または複合的
に発生する可能性があることである。本節，
そしてタイ大洪水へのA社現地法人および他
の日本企業の対応を比較する次節においても，
この点を中心に見ていきたい。3．1ではカ
ントリーリスクの定義・分類および，新型コ
ロナウイルスと他の新興感染症の比較を行う。
新型コロナウイルスがカントリーリスクとし
ても被害の大きさについても過去に例を見な
かったものであることが分かる。3．2では
2011年のタイ大洪水の概要を説明する。

3．1　カントリーリスク
表1は（広義の）カントリーリスクを中心

とする，（日本）企業が海外で事業を展開す

表1　海外ビジネスリスクの3分類

（出所）日本貿易振興機構（ジェトロ）（2013）P.83 図表III-13。
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る上で直面する様々なリスクをまとめたもの
である。以下で概要を説明するタイ大洪水は
表1では②セキュリティーリスクの一つであ
る「自然災害」に分類される。しかし次節で
議論するように，大洪水の影響あるいは対応
の中から①カントリーリスクや③オペレー
ショナルリスクにつながったとみられる事象
もある。例えば①カントリーリスクに分類で
きる後述のタイの最低賃金引上げ（2012年4
月）は実施時期やタイ全土での実施について
は当時の政局も絡み，引上げ実施前年の大洪
水の影響を受けたと言われる5）。そして最低
賃金引上げはA社現地法人にも影響を与えた
ことが，後述の通り聞き取りによって明らか
になった。よって表1で分類される3つのリ
スクは相互に関連しており，その影響は必ず
しも1つに限定されるものではない。

そして2020年からの新型コロナウイルスの
世界的な感染拡大は，その規模や経済・社会
あらゆる面での影響を考えると，2003年から
のSARS（重症急性呼吸器症候群）や2012年
からのMERS（中東呼吸器症候群）など，流
行の規模が新型コロナウイルスと比較して限
定的であった他の新興感染症と同列に，一国
内あるいは地域での②セキュリティーリスク
に分類するのは適切ではないだろう6）。よっ
て後述するように新型コロナウイルスに対す
る対応はタイ大洪水に対する企業の対応と同

様に，新型コロナウイルスに対する直接的な
対策である現地駐在員・従業員等関係者の感
染防止策にとどまらない，複合的な対策が求
められている。

3．2　2011年のタイ大洪水の概要
以下，田中（2012）に基づき，2011年8月

から12月にかけて800人以上の死者という大
きな被害をタイにもたらした大洪水の概要
を説明する。洪水は全長1，000キロを超え
る大河であるチャオプラヤ川流域で起こった

（図1）。2011年は乾季の3月にも降水があり，
続く雨期の6月・7月には相次ぐ台風で大雨
となり，8月にはバンコクから約240キロ上
流のナコンサワン（ナコーンサワン）で洪水
が発生した。9月は当時観測史上最高の月間
雨量となり，バンコクから76キロ上流にあり
世界遺産で有名なアユタヤで洪水被害が拡大
した。そして10月に入ると日本企業が多く入
る工業団地で被害が拡大した7）。排水が進み，
洪水のピークを越えたのは11月に入ってから
であった。

大洪水発生の要因として，田中（2012）は
上記のような例年にない大雨や，流れが非常
に緩やかでいったん洪水が起こると水が引き
にくいというチャオプラヤ川流域の地理的条
件に加えて，タイ政府からの防災情報の混乱
や，防災意識を欠いた工業団地の開発を指摘

図1　チャオプラヤ川流域図および2011年11月1日時点の浸水状況

（出所）小森（2012）p.3 図1
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している8）。
次節では聞き取りで得たA社現地法人の大

洪水への対応を，同現地法人も含め日本企業
への被害が拡大した2011年10月を中心に記述
し，その背景や他の日系企業現地法人の対応
との比較を行う。本節でも一部ふれたとおり，
A社現地法人，他の日系企業現地法人どちら
の対応も非常に多岐にわたる。

4．A社現地法人および他企業・他産業の大
洪水への対応

本節では最初にA社現地法人が2011年の洪
水時にどのような対応をしたのかを聞き取り
をもとに記述する。そして安藤（2016）とそ
の元となった日本貿易振興機構（ジェトロ）
バンコク事務所が2012年に公表したアンケー
ト調査を用いて，A社現地法人と他の日系企
業現地法人の対応を比較する。なお，A社現
地法人の対応は洪水前および洪水時が中心で
あるの対して，他の日系企業現地法人の対応
は洪水後が主であるため直接の比較にはなら
ない9）。しかし自然災害等に直面した企業の
事前かつ短期的対応と中長期的な対応という
意味での比較を行い，両者のつながりを見て
いきたい。

4．1　A社現地法人の対応の詳細と関連
事項

大洪水によりA社現地法人は2011年10月12
日から2カ月間，操業停止となった。そのう
ち1か月半は敷地内への籠城を強いられた。
洪水時，製品需要の高さからサプライヤーが
full capacityの状態にあり，洪水の影響で入
荷しない部品が出始めた10）。聞き取りを行っ
た2012年5月上旬の時点で洪水から半年近く
経過していたが，部品供給の100%回復は実
現していなかった。A社現地法人はサプライ
ヤーの復旧を手伝い，A社本社からも保全の
専門家が1回20人の規模で何回も現地に派遣

された。非常時における本社と海外現地法人
の間での人的資源配分の重要性を物語る例で
あり，現在の新型コロナウイルス感染拡大が
国家間の人的往来を制限していることは，こ
のような国を超える人的資源配分を阻害する
可能性が高い。本社からの専門家派遣には，

「100そろって商売可能」との意識があったそ
うである。サプライチェーンの重要性や，サ
プライチェーンの破損が1箇所（1企業また
は1つの部品）でも代替は簡単ではなく，ダ
メージを受けた場合の影響の大きさを示す言
葉である。A社（現地法人）はサプライヤー
復旧のために従業員を派遣して情報収集やサ
ポートを行った。 

しかしA社現地法人が事前に洪水対策を取
らなかったわけではない。聞き取りによれば，
工場はもともと少し高台に作られ，建設時に
奥から土を掘って1メートルかさ上げし，周
りを防御壁で覆った。洪水前には1週間かけ
て防御壁の裏に柱を立て強度をアップさせ
た11）。それでも洪水時には水のくみ出しを余
儀なくされた。洪水時に工場前の道と近くの
運河がつながり水浸しとなり，排水口から水
が高さ1メートル以上あふれた。さらにナワ
ナコン工業団地そばの倉庫に保管されていた
製品はトラックで避難させた12）。従業員のう
ち100名の防災グループが食堂上に泊まり込
み，復旧作業に当たった。従業員の多くは工
場の近隣に居住し，そのうちの8割が被災し
た。居住地域の水かさは増し，高さ2メート
ルに達した。そのため，期間工を含む従業員
の多くをバスで送迎したという。当時A社現
地法人は派遣会社を使わず従業員を直接雇用
しており，後述の最低賃金上昇に対する対応
も含め，従業員に対する配慮がうかがわれる。
そしてA社現地法人周辺の企業が漏電防止の
ために電気を止めたにもかかわらず，A社現
地法人は電気を止めなかったそうである。操
業継続を第一に考えたからと同時に，周辺企
業と比較して漏電対策も含め事前の洪水対策
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ができていたからであると思われる（洪水前
に関する上記記述も参照）。

このようなA社現地法人の努力には，輸出
を止めないという要請が（A社本社から）あっ
たためである。これには他社との生産・輸出
両面に関する競争だけでなく，2012年4月施
行の最低賃金の上昇の影響があった（この時
は全国一律での引き上げではなく，バンコク
都と首都圏，プーケット県の7都県での引き
上げで，製造業を中心に経済発展の進んだ南
部が中心であった）13）。最低賃金上昇により，
A社現地法人の労務費は全体で10%上昇し
た。労務費が大きく上昇したのは聞き取りで
の説明によれば，A社現地法人が相対的に歴
史の浅い企業のために（賃金の低い）若い従
業員が多く，最低賃金上昇の影響が大きかっ
たためであった。しかし（若い）従業員は同
時にA社の製品の顧客として重要であるとい
う点は非常に興味深かった14）。聞き取りによ
れば，当時タイでは頭金ゼロの割賦販売が中
心であった。割賦販売が二輪車市場拡大に寄
与したとのことである15）。そして顧客から割
賦が払えない車両（多い時には3割以上にの
ぼった）を引取り，認定中古車として再組立
て（ラインではなく多能工が行う）等を行っ
ていた16）。

4．2　他の日本企業現地法人との比較
安藤（2016）は2011年10月のタイの大洪水

で現地進出の日本企業が受けた被害状況や洪
水後の事業展開について，日本貿易振興機構

（ジェトロ）バンコク事務所が行ったアンケー
ト調査を使って分析した。アンケートに回答
した133社のうちジェトロバンコク事務所が
分析した95社の内訳は，直接的に被災した企
業50社（うち製造業40社），洪水で間接的に
被害を受けた45社（うち製造業33社）であり，
多くは製造業企業であった。被害を受けた企
業の多くは被害の内容として，製品の供給先
企業，部品等の調達先企業，そしてサプライ

チェーンの一部の被災により影響を受けたと
答えた。安藤（2016）はこの点について，（国
際的な）生産ネットワークに組み込まれた企
業はサプライチェーンを介して負の影響が伝
播しやすいことを指摘している。4．1で詳
述したA社現地法人の事例もこれを裏付ける
ものである。

しかし洪水で直接被害を受けた製造業の多
くが，事業規模を維持し，かつ同じ場所で
事業継続を行うと回答した17）。この点を安藤

（2016）は生産ネットワークの頑健性の表れ
とみている。多くの製造業がタイでの事業継
続を希望した理由について，安藤（2016）は
タイの他国と比較しての産業集積やインフラ
に関する立地の優位性，（表1で示した）様々
なカントリーリスクや，多くの企業が生産
ネットワークに組み込まれているため他国へ
の移動や投資の引き上げが難しい点を指摘し
ている18）。

安藤（2016）の最後の指摘である，投資先
の移転や投資の引き上げが困難であることは

「（直接）投資の不可逆性」と呼ばれるもの
で，いわゆるチャイナプラスワンやタイプラ
スワンが一気にではなく漸進的に起こること
の理由の一つとなる。チャイナプラスワンと
は，中国に進出した日本企業が中国（経済）
に関わる様々なリスク（いわゆるチャイナリ
スク）への対応として，製造業を中心に中国
以外の国にも（生産）拠点を設ける動きを指
す19）。一方タイプラスワンとは，タイに進出
した（日本）企業がタイに（生産）拠点を残
しつつ，タイの近隣諸国にも進出する状況を
指す。例えば，製造業企業が管理部門などを
タイに，組み立てなど労働集約的な工程をタ
イに比べて労働が相対的に豊富な近隣諸国

（カンボジア・ラオス・ミャンマーなど）に
移すといった具合である20）。

タイプラスワンの事例として，タイ・カン
ボジア間の生産ネットワークについてふれて
おく。A社現地法人での聞き取りの中で，当
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時カンボジアがタイからの部品輸入以外の輸
入を税制で規制（おそらく輸入関税賦課）し
ていたとの情報があった。当時のカンボジア
政府の規制の意図は不明であるが，結果とし
てタイとカンボジア2国を含むフラグメン
テーションや，タイプラスワンを促進する働
きがあった可能性がある。同時にインドネシ
アなどタイ以外の国で生産された部品をカン
ボジア（の工場）が輸入すると，輸送費など
必ずかかる費用にプラスして税金という余計
な費用もかかることとなる。そのためこの規
制は，タイ・カンボジア以外の国々への生産
ネットワーク拡大を阻害する効果を持ったか
もしれない。Kuroiwa （2016）はカンボジア
に進出した日本の部品メーカー（電子部品・
自動車部品）について，2015年のサーベイに
基づきグローバル・サプライチェーンと関連
付けて議論している。Kuroiwa （2016）によ
れば，カンボジアは外資受け入れを始めた
1990年代は衣類や履物など軽工業の企業を多
く受け入れていたが，2010年代から電子部品
や輸送機器部品などの機械産業（その多くは
タイに主要工場を持つ日系企業またはタイの
企業）の外資を多く受け入れるようになった。
それは産業の高度化と輸出主導型経済成長を
目指すカンボジアの政策の表れであるとい
う。2012年時点でのカンボジアの税制措置も，
Kuroiwa（2016）で示されたカンボジア政府
の意向と整合的である。

ここまで2011年のタイの大洪水では製造業
を中心に事業継続を選択した日本企業が多
かったことやその理由を見てきた。次節では
2021年3月現在も日本を含め各国で感染拡大
が続く新型コロナウイルスのタイにおける日
系企業への影響を見る中で，大洪水時の日系
企業の対応との比較から，日系企業が今後と
るべき方策を考える。

5．タイにおける新型コロナウイルスの日系
企業への影響

本節では日本貿易振興機構（ジェトロ）ウェ
ブサイト「特集：新型コロナウイルス感染拡
大の影響」の中の「アジアにおける新型コロ
ナウィルス対応状況」のうちのタイに関する
まとめ（2021年3月8日時点）を主に参考に
して，タイにおける新型コロナウイルスの日
系企業への影響と，前節までの2011年タイ大
洪水に対する日系企業の対応に関する議論か
ら，新型コロナウイルスに対して日系企業が
とるべき対応，あるいはすでにとられている
対応を議論する。

第一に，新型コロナウイルスのタイ経済に
対するマイナスの影響が挙げられる。タイ国
家経済社会開発委員会（NESDC）によれば，
2020年第4四半期実質GDPは前年同期比マ
イナス4.2%，2020年通年では実質GDPは前
年比マイナス6.1%であった。日本経済新聞電
子版2021年3月9日付記事「GDP年11.7%増
に下げ　10〜12月改定値，在庫調整進む」に
よれば，日本の2020年第4四半期実質GDP
改定値は前期比2.8%増，20年の成長率はマイ
ナス4.8%であった。前年同月比と前期比の違
いはあるが，新型コロナウイルスのタイ経済
に対するマイナスの影響は日本と比較して大
きいようである。そしてタイ工業連盟（FTI）
自動車部会によれば，2021年1月の自動車生
産台数は前年同月比5.2%減の14万8,118台と
なった。二輪車の数字ではないが，A社現地
法人も含め，二輪車産業も同様の影響を受け
ていると思われる。

それからタイ経済の大きな特徴として，観
光がある。2019年のタイの旅行収支は5兆
1,761億円の黒字であった。同じ年の日本の
旅行収支黒字は2兆6,350億円であり，タイ
の 名 目GDPが5,436億 ド ル（59.3兆 円，2019
年）であることを考えると，（外国人観光客
を対象とした）観光業が国の重要な産業であ
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ることが分かる21）。2021年3月8日付日本経
済新聞電子版記事「ヨットやゴルフ場でコロ
ナ隔離　タイ，観光客呼び戻し急ぐ」によ
れば，タイはGDPの約2割を観光産業で稼
ぐとのことであり，2020年1月27日付NNA 
ASIAアジア経済ニュース記事「19年の外国
人旅行者，4%増の3980万人」は，2019年に
タイを訪れた外国人旅行者数が前年比4.2%
増の3,979万7,406人だったと報じている（元
はタイ観光・スポーツ省の同月23日の発表）。
2020年はこれらの数字が軒並み大きく低下し
たと考えられる。よって製造業とともにタイ
の重要産業である観光業の回復が，タイ経済
並びに日系企業のビジネスに今後大きく影響
することが予想される。

第二に前節でも取り上げたサプライチェー
ンへの影響である。NHK NEWS WEB（2021）

「ビジネス特集　コロナ禍の異変　コンテナ
はどこへ?」によれば，「2020年11月頃より，
コンテナ不足に伴う，海運価格の影響により，
原材料調達・輸出に影響がでている」との事
である。しかしコンテナ不足その他の理由に
よる海運価格の上昇はタイだけでなく，北米
とくにアメリカへの輸出に大きく依存してい
る，日本も含めた東アジア・東南アジア諸国
に共通の問題である22）。

第三に在タイ日系企業が現在抱える懸念
と関連して，彼らの業況感DI（diffusion in-
dex）は，2020年上期に大幅に落ち込んだも
のの，2020年下期（見通し）には大幅に改善
し，2021年上期にかけても，さらに改善する
見通しとなった23）。日本貿易振興機構（ジェ
トロ）ウェブサイトが在タイ日系企業の業況
感DIを示すために元としたバンコク日本人
商工会議所（JCC）経済調査会（2021）では
さらに以下の3点を指摘している。

1．2021年度について設備投資増を見込む
企業は34%，投資減を見込む企業は25%
である。よって設備投資に関するDIは

プラス9であり，2020年上期調査のマイ
ナス32（21マイナス53）に比べて大幅に
改善している。輸出の増加・減少につい
ても同様の結果となっている。

2．経営上の問題点の上位3点は「他社と
の競争激化」，「総人件費の上昇」，「国内
需要の低迷」であった。製造業では「原
材料価格の上昇」，「エンジニアの人材不
足」も多かった。そして前回調査（2020
年上期）では第2位だった「新型肺炎（新
型コロナウイルス）対策」は8位に低下
した。タイ政府への要望事項として新型
肺炎対策は，「景気対策」，「関税や通関
にかかわる制度や運用の改善」に次いで
多いが，同時にタイ政府の新型肺炎対策
を投資環境の改善項目に挙げる企業が一
番多かった。

3．新型肺炎の影響として，売り上げにマ
イナスの影響があると答えた企業が全体
の4分の3以上にのぼった。事業活動が
新型肺炎感染拡大以前の水準まで回復す
る時期については，2021年後半かそれ以
降と答えた企業の割合が7割弱だった。
今後必要となる対策として「タイから他
国への移転」を挙げた企業は全体の2%
と少ない。新型肺炎に対する（タイ）政
府の対策に対する要望の上位3点は「税
務上の緩和措置」，「各種申請手続きの簡
略化およびオンライン化」，「外国人の出
入国規制の緩和」であった。

上記の結果から，労務関係や需要低迷・競
争激化といった問題に直面しながらも，日系
企業の多くが事業継続を前提に回答している
ことがうかがえる。しかし新型コロナウイル
スの影響がなくなった，あるいはタイ政府の
対策が必要でなくなったわけではない。日本
貿易振興機構（ジェトロ）ウェブサイトによ
れば日本と同様タイでも外国人（日本人）の
入国制限や在宅勤務・大規模イベント自粛要
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請は続いている。ただし上記の政府の対策に
対する要望の上位のうちこれらと直接関係す
るのは外国人の出入国規制の緩和であり，他
の2つの要望上位事項は基本的に平時でも途
上国・新興国に進出する多くの（日系）企業
が直接投資ホスト国に強く求める制度やその
運用の改善である。

以上から，タイにおける日系企業は新型コ
ロナウイルスの影響を受けながらも，基本的
にタイでの事業継続を模索していることを確
認した。今後日本・タイ両政府に求められる
のは，いかに両国間，あるいはタイと他（の
東南アジア諸）国間の人の往来を感染拡大に
留意しながら進めるかである。タイ大洪水時
には日本とタイの往来に特に問題はなかった
が，4．1で説明したA社本社から現地法人
やサプライヤーに頻繁に復旧の専門家が派遣
されたことが事業復旧に果たした役割が大き
かった事例を考えると，日系企業現地法人の
復興のためには本社・現地法人間の人の往来
の自由化が重要である。2021年4月2日付の
日本貿易振興機構（ジェトロ）「ビジネス短
信　タイ政府が国別の隔離期間を公表，日本
からは隔離期間10日に（タイ　バンコク発）」
によれば，同1日付で日本からの渡航者のタ
イ国内における隔離期間が14日から10日に短
縮された。人の往来が新型コロナウイルス前
の同じ水準に戻るのはすぐには難しい中で，
少しでも往来を盛んにするための動きと言え
よう。

6．おわりに

本稿では以前世界的な感染拡大が続く新型
コロナウイルスが企業，特に海外に進出した
日本企業に与える影響を，主に2011年のタイ
大洪水に直面した日本企業の経験に基づき
議論した。日本企業の中でも製造業を中心
に，2012年に筆者がタイで行った二輪車メー
カー A社現地法人に対する聞き取り，同年

の日本貿易振興機構（ジェトロ）バンコク事
務所のアンケート調査，そしてアンケート調
査を元に生産ネットワークに組み込まれた製
造業企業の視点から日系企業の対応を論じた
安藤（2016）の結果を比較することで検討し
た。特にタイ大洪水，新型コロナウイルスど
ちらの影響を受けても日系企業の多くがタイ
での事業継続を選択したことの意味を考察し
た。

本稿ではタイ大洪水，新型コロナウイルス
感染拡大どちらについても，事業継続を決定
した企業と他国への移転や投資の引き上げを
決定した企業の属性その他の違いについては
議論していない。この問題についてはジェト
ロ他のアンケート調査の公表結果のみでは考
察することはできないため，他の公表データ
を用いて分析することを今後の課題とした
い24）。例えば松原（2020，2021）で用いた東
洋経済新報社「海外進出企業データ」では， 
現地法人の国・業種・事業内容・資本金・従
業員数・日本からの派遣社員数・進出年月・
売上高・投資目的などの現地法人の情報およ
び，日本側出資企業名・出資比率/合弁相手
先の社名・出資比率など親会社の情報を含む
企業別データが利用可能である（複数年アン
ケートに回答している企業についてはパネル
データとなっている）。新型コロナウイルス
感染拡大が日本企業を含む各国企業の海外直
接投資に与える影響に関する実証分析のサー
ベイと合わせ，今後取り組んでいきたい25）。

そして人の往来がなくても企業のビジネス
活動ができるようにするための方策について
も分析が必要である。オンライン・コミュニ
ケーションツールの発達で，2011年には難し
かった人的往来なしでの対応を企業が行い，
各国がそれを支援する方策を講じている可能
性も十分にある。今後の研究課題としたい。
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〔注〕
1）タイは「アジアのデトロイト」と呼ばれるよう

に，二輪車・四輪車の完成車や部品の産業集積
地として広く知られている（2010年代前半のタ
イにおける自動車産業以外の産業集積および産
業別の集積の地理的状況については北島ほか

（2013）を参照されたい）。そして2010年代前半
の二輪車（部品）の産業集積を日系メーカーだ
けでなく現地メーカーが幅広く支えていたこと
を，日経ビジネス2012年3月19日号「特集　世
界最強　日の丸2輪　「5つの現地化」で新興
国制圧」が紹介している。聞き取りで挙がった
のは船外機とその部品であるが，日本の二輪車
メーカーが船外機も多く生産しているのは，船
外機と二輪車（部品，特にエンジン）が共通す
る技術が生産のために必要であるからと思われ
る。例えば日本機械学会誌（1982）は機械工学
年間特集号であるが，第10節「内燃機関」の10
−5で，オートバイと船外機がまとめて取り上
げられている。

　　　なお，本稿の主な目的はタイ大洪水に対する
現地法人の対応から今日の新型コロナウイルス
拡大への企業対応に対する示唆を導くことであ
るため，（2010年代前半の）タイおよび東南ア
ジア各国の二輪車産業については，Ａ社現地法
人の企業活動を説明するための補完的な記述に
留める。このトピックに関する詳細については，
東（2006）を含む佐藤・大原（2006）所収の諸
論文や三嶋（2010，2019）などを参照されたい。

2）「4サイクル」は「4ストローク」とも呼ばれ，
船外機をはじめとするエンジンの動作の行程を
指す。厳密には「4ストローク1サイクル」で
ある。カワサキプラザ山梨（2020）を参照され
たい。

3） レムチャバン港は現在バンコク港に代わるタイ
の主要な国際貨物港である。詳しくは名古屋港
管理組合（2019）を見よ。

4）本稿では議論しないが，タイ大洪水と同年に発
生した東日本大震災も,自動車，電気機器など
の製造業を中心に企業のサプライチェーンに大

きな影響を与えた点で，タイ大洪水と類似点が
ある。東日本大震災がサプライチェーンに与え
た影響について詳しくは，平成24年度年次経済
財政報告（経済財政白書）の第2章第1節を参
照されたい。

5）大洪水前後のタイの政局については杉田（2013）
を参照されたい。最低賃金引き上げについては
4．1および注13も参照されたい。

6）SARSおよびMERSの詳細については，厚生労
働省関西空港検疫所ウェブサイトを参照された
い。なお，SARS，MERSそして新型コロナウ
イルスの感染拡大状況はそれぞれ以下の通りで
ある。新型コロナウイルスについては2021年3
月15日現在の数字である。MERSと新型コロナ
ウイルスの感染者数はWHO（世界保健機関）
ウェブサイトによる。
・SARS（2002〜3年）32の国と地域で計8,000

人以上
・MERS（2012年〜）中東7か国と輸入症例の

みの20か国で計2,000人以上
・新型コロナウイルス（2020年〜）世界200か

国以上で計1億2,000万人
　　新型コロナウイウイルスの感染拡大状況が

SARSやMERSとは比較にならないほど大きい
ことが分かる。そして新型コロナウイルスによ
る死者数は上記の時点で，世界で200万人を超
えている。

7） 例えば2011年10月15日付の『日本経済新聞』電
子版記事「タイ工業団地，浸水4カ所目 日本
電産など入居」にも取り上げられたバンパイン

（バーンパイン）工業団地はバンコクの北65キ
ロに位置し，チャオプラヤ川からは2キロ弱し
か離れていない（日刊工業新聞「工業団地イン
フォ」ウェブサイトより）。

8） 地理的条件については図1からも，ナコンサワ
ンやアユタヤといった複数の川の合流点で，上
流から下流へと洪水被害が拡大していったこと
がわかる。そして工業団地側の対策については，
後述の日本貿易振興機構（ジェトロ）バンコク
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事務所が行ったアンケート調査でも多くの日系
企業が要望した。注14も合わせて参照されたい。

9）A社現地法人での聞き取りでは時間等の制約か
ら洪水時および洪水前の対応についての調査が
中心となり，同法人の洪水後の中長期的な対応
については十分調査することができなかった。

10） すべてが洪水の影響かは不明であるが，洪水時
に部品は日本から航空輸送された。現地で調達
していた部品を日本から緊急に代替調達した可
能性もあるが，洪水とは別にフラグメンテー
ション（fragmentation）と呼ばれる，複数国
間にまたがる生産ネットワークを当時Ａ社（本
社およびタイ現地法人）が形成していた可能性
がある（ここでは日本・タイ両国やタイ周辺の
第三国にまたがるネットワークを意味する）。
フラグメンテーションについて詳しくは，木
村・安藤（2016）の第2節を参照されたい。日
系二輪完成車メーカーに部品を供給するタイの
地場産業の2000年代前半までの状況については
東（2006）が詳しい。タイが輸送機器産業にお
けるフラグメンテーションを実現しやすい環境
にあることは，注1および注25も参照されたい。

11） 聞き取りによれば前述のバンパイン工業団地で
は，団地全体あるいは団地で操業していた個々
の企業のどちらかは明確ではないが，防御壁が
水圧で破られたとのことである。なお，国際協
力銀行が2012年4月に公表したアンケート結
果によれば，A社現地法人のような洪水対策を
取ったと回答した企業は回答企業の7. 5％と
少数ながら見られるが，対策を取ったのが洪水
前か洪水後かはアンケート結果からははっきり
せず，両方の可能性がある。よって洪水前に独
自の対策を取った日系企業の割合は，この数字
よりも少なかった可能性が高い。

　　　なお，近年では日本国内でも大型台風による
洪水被害の頻発などにより，工業団地が浸水す
るリスクが高まっている。詳しくは日本経済新
聞2019年10月31日朝刊1面記事「工業団地　
580ヵ所浸水恐れ　本社調査　全国の4分の1」
や同5面の関連記事「水害の規模　年々大きく

　企業，過去の対策通用せず」を参照された
い。これらの記事も企業や工業団地を造成する
自治体両方について，高台に工業団地や工場を
作ったり土地のかさ上げをしたりするなど，浸
水被害に対する事前の対策の重要性を指摘して
いる。

12） Nava Nakorn Public Company Limitedが運営
するNava Nakorn Industrial Zone（ナワナコ
ン工業団地）は現在2か所ある。聞き取り時に
確認はしなかったが，聞き取りで出た工業団
地はバンコクから46キロ離れたNava Nakorn 
Pathumthani Industrial Zoneだと思われる。同
工業団地について詳しくは，上記運営会社ウェ
ブサイトを参照されたい（英文参考文献7番）。

13）タイの2012年4月からの最低賃金上昇の背景に
ついては（公財）国際労働財団（2012）および

（独）農畜産業振興機構（2013）を見よ。
14）4．2で詳しくふれる日本貿易振興機構（ジェ

トロ）バンコク事務所が行ったアンケート調査
では半数超の規模の企業が事業規模を維持する
ことから，過半数の企業が雇用を維持するとの
説明をしているが，顧客としての従業員の重要
性という解釈は，賃上げ→需要拡大→賃上げし
た企業の業績拡大というサイクルを想起させ，
興味深い。

15）聞き取りによれば，日本のある総合商社はタイ
に割賦販売会社を設立したという（企業名は未
確認）。割賦市場拡大がビジネスチャンスとし
て（日系）企業に認識されていた証左といえよ
う。割賦販売が消費拡大に貢献したことは，タ
イの家電市場について川端（2017）が，インド
ネシアの二輪車市場について佐藤（2006）がそ
れぞれ指摘している。

16）日経ビジネス2012年3月19日号の特集記事「特
集　世界最強　日の丸2輪　「5つの現地化」
で新興国制圧」によれば，当時タイの日系二輪
車メーカーの工場は高度にライン化，標準化さ
れていた。A社現地法人で再組立てが多能工に
よって行われていたのは，再組立てのライン化
または標準化が難しかったからかもしれない。
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関連して，注20の北島ほか（2013）の記述も参
照されたい。

17）アンケート調査結果には「資金力がなく，国内
移転が困難な企業も多数含まれる」とあるので
注意が必要である。しかしタイ国内の他の場所
で操業を継続すると答えた企業も含め，タイか
ら撤退すると答えた企業はなかった。

18）タイの産業集積については，注1も参照された
い。産業集積等の直接投資ホスト国の要因に加
えて，日本を含め直接投資ソース国のどのよう
な企業が直接投資を行っているかについては，
清田（2015）が詳しい。

19）チャイナリスクについては少し前の文献である
が，日本貿易振興機構（ジェトロ）海外調査部
中国北アジア課 （2013）が詳しい。2010年代に
東アジア・東南アジアに進出した日系企業の
チャイナプラスワン（および後述のタイプラス
ワン）とみられる動きについては，松原（2020，
2021）を見よ。関連して2010年代中盤に観察さ
れた海外で生産していた日本の製造業の国内回
帰について，明日山（2018）は欧米企業の動向
と比較しながら以下の6点を要因として挙げて
いる。
・新興国の賃金上昇や労働争議の増加
・品質管理の難しさ，知的財産権侵害や技術流

出等の海外生産リスクの顕在化
・2000年代半ば〜2014年9月頃までの原油価格

高騰に伴う輸送コストの増加
・3Dプリンターや産業用ロボット等の技術革

新
・クイック・レスポンス対応，リードタイム短

縮の必要性
・2012年半ば以降の円安

　　明日山（2018）では国内回帰前の生産国は特定
されていないが，最初の2点は特にチャイナリ
スクと関連するとされる項目である。最後の円
安については国内回帰がその2〜3年後から始
まったことを指摘している。

20）タイプラスワンの詳細については大泉（2013）
を参照されたい。北島ほか（2013）は大洪水後

にタイ進出の日系企業に対して行った独自のア
ンケート調査の結果として，工場の製造形態の
違いから生ずる，必要とされる労働の量や熟練
度の違いが工場移転に影響した点を指摘してい
る。関連して，de Vries et al. （2019）によれ
ば雇用で測った高度化の指標として，タイでは
製造業の最終財生産のために国内で投入された
労働者のうち事務・管理機能および物流・マー
ケティング機能に投入された労働者のシェアが
大きく上昇した。雇用以外の指標も含め，途上
国の生産機能の高度化に関しては伊藤（2020）
を参照されたい。

21）タイおよび日本それぞれの数字の出所は以下の
通りである。
・タイの旅行収支：タイ中央銀行（Bank of 

Thailand：BOT） ウ ェ ブ サ イ ト。 単 位 が
百万バーツのため，以下の出所の為替レート
で円に変換した。

・日本の旅行収支：財務省　国際収支状況ウェ
ブサイト。

・タイの名目GDP：外務省ウェブサイト「タ
イ王国基礎データ」。単位が1億アメリカド
ルのため，以下の出所の為替レートで円に変
換した。

・為替レート：三菱UFJリサーチ＆コンサル
ティング　ウェブサイト。為替レートは仲値

（Telegraphic Transfer Middle Rate: TTM）
の年間平均値。

22）詳しい説明およびタイも含めた事例紹介は，
NHK NEWS WEB（2021）を見よ。このサイ
トによればコンテナ不足の主な要因は，新型コ
ロナウイルス感染拡大後のアメリカの（巣ごも
り）需要拡大に伴うアメリカへのコンテナ輸
送の増加とその結果起こったアメリカ（西海
岸）へのコンテナの滞留である。国際貿易で1
国に輸入需要が偏在すると，その国への輸送は
拡大するが，需要が拡大した国への輸送を終え
た貨物船やコンテナは逆のルートの輸送が相
対的に少ないため，結果として今回のコンテ
ナ滞留のような事態が発生する。このような
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問題は国際貿易ではBackhaul問題と呼ばれる
（Backhaulとは貨物船やトラックの「帰路」の
意）。Hayakawa, Ishikawa, and Tarui （2020）
はBackhaul問題の下での各国の輸入関税と輸
出または輸入時の貨物運賃，そして輸出量の関
係を実証分析し，輸入関税の低下がその国の輸
出拡大をもたらすことを世界全体の1995-2007
年のデータから明らかにした。

23）業況感DIとは今後の業況が上向くと答えた企
業の割合（％）から悪化すると答えた企業の割
合を引いた値を指す。日本では日本銀行が3・
6・9・12月の年4回公表する「全国企業短期
経済観測調査」（短観）で，業況判断だけでな
く在庫・需給・価格判断など様々な景気指標に
DIが用いられている。短観については日本銀
行ウェブサイトを参照されたい。

24）本稿執筆時点では新型コロナウイルス感染拡大
が日本企業を含む各国企業の海外直接投資に与
える影響に関する実証分析は確認できなかった
が，貿易に与える影響に関する実証分析は存
在する。Hayakawa and Mukunoki （2021）は
2019年および20年それぞれの1月から8月まで
の輸出額月次データ（34輸出国，173輸入国,19
産業）を用い，感染者数などの新型コロナウイ
ルスの被害を表す変数を説明変数に含む重力方
程式（gravity equation）を推定した。実証分
析の結果，彼らは新型コロナウイルスの被害は
輸出量に有意な負の影響を持ったこと，負の影
響が2020年7月以降は小さくなっていったこ
と，医療品を含む産業等必需品の輸出は負の影
響を受けなかったことなどを示した。

25）カントリーリスクが企業の投資国決定に与える
影響に関する実証分析の先行研究として，複数
国・複数年のデータを用いた実証分析がある（よ
り包括的な先行研究のレビューについては松原

（2021）を参照されたい）。例えば，Hayakawa
ほか（2013）は89か国の1985年から2007年まで
のデータを用いて，各国の直接投資額がホスト
国のGDPや人口のほか，政治制度の未整備や
政治的不安定性から生じる政治リスクおよび，

対外債務返済不可などの金融リスクにどのよう
に依存するのかについて回帰分析を行った。分
析の結果，自由貿易の度合いに関する指数に加
えて，政治リスクが統計的に有意な負の効果を
持つことと，金融リスクは特に途上国への直接
投資について有意な負の効果を持つことを示し
た。

　　　投資国決定に加えて，企業には既に行った直
接投資の引き上げ，すなわち投資国からの撤退
あるいは現地法人の他国への移転という意思決
定もある。その際、直接投資にもその引き上げ
にもコストがかかる点が重要である。例えば，
Zuほか（2019）はリアル・オプション理論に
基づき23か国の2004年から12年のデータを用い
て、経済政策の不確実性が直接投資の実行およ
び引き上げをそれぞれ抑制する効果を，投資引
き上げコストの一つである倒産コスト（倒産し
た企業が新規事業を行うための法的その他の障
害：論文では債権回収にかかる時間）が有意に
小さくすることを回帰分析で明らかにした。加
えて，政治リスクが大きい国と小さい国に分け
たサブサンプルでの推定で，倒産コストの効果
は政治リスクが大きい国のみに有意に存在する
ことを示した。

　　　本稿のように特定のホスト国を主な対象とし
ている場合にクロスカントリー分析がそのまま
応用できるかは注意が必要であるが，上記論文
を含む先行研究は，例えばチャイナプラスワン
またはタイプラスワンの候補国として東アジ
ア・東南アジア諸国に企業が移転する場合の要
因分析の参考になると思われる。特にタイプラ
スワンに関する分析はタイと周辺国で形成され
る生産ネットワークに注目するものであり，本
稿での研究の一つの発展方向である。
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（Abstract）
In this article, focusing on Thailand, what kind of problems foreign affiliates of Japanese 

firms have been facing under Covid-19 pandemic and how they have been coping with the 
problems are discussed by comparing the Covid-19 cases with experiences of Japanese 
affiliates when the 2011 Thai Floods occurred. Especially, an interview conducted in 2012 
with an affiliate of a Japanese motorcycle company “A” shows their experience before, 
at the time of, and after the 2011 flood. By comparing the experience of A’s affiliate with 
those of other Japanese affiliates at the time of and after the flood, how （Japanese） foreign 
affiliates should respond to country risks is discussed comprehensively. For both cases of 
the 2011 Thai Floods and Covid-19 pandemic, basically most Japanese affiliates, especially 
those of manufacturing firms that are parts of production networks （among countries）, 
have responded with intention of staying business, although it is not sure for most of them 
whether they were well prepared before the crises. Both governments of host countries 
of foreign direct investment and Japan should implement measures supporting Japanese 
affiliates with such intentions. Especially under Covid-19 pandemic, both governments should 
try to activate flow of people between the countries, with great care to prevent infection 
spread. 

Keywords：Thailand, Country Risk, Covid-19 Pandemic, 2011 Thailand Floods, Foreign 
Affiliates
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